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拝啓 

 日本政府が公衆の集まる場（public places）での喫煙を禁止する新たな立

法措置を検討している中、こうして手紙を書かせていただきました。2019 年

のラグビーワールドカップや、2020 年の東京オリンピック・パラリンピック

競技大会に向けて、人々の健康を保護し、たばこの規制に関する世界保健機

関枠組条約（WHO FCTC）を履行するため、日本が全国レベルでさらに一歩を

踏み出すことを応援しています。 

 

2010 年に世界保健機関（WHO）西太平洋地域事務局は、「タバコフリーのメ

ガイベントのためのガイド」を公表しました。同じ年に、健康的な生活習慣、

すべての人のためのスポーツを通した身体活動、タバコフリーのオリンピッ

クを推進していくことについて、WHO は国際オリンピック委員会（IOC）と合

意しました。現在 WHO と IOC はこの合意の更新にあたり、オリンピックが健

康に資するレガシーをもたらすことを目指して、議論を続けています。 

 

タバコフリーという方針は、1998 年以降の各オリンピックで実施されてき

ました。現在では、呼吸器の健康を改善し心血管疾患を減らすという世界的

な風潮を反映した方針となっています。2015 年時点で、公衆の集まる場

（public places）の喫煙を禁止している（屋内の指定喫煙場所がない）のは、

レストランについては 63 か国、パブ・バーについては 63 か国、職場につい

ては 64か国と、広がっています。 

 

こういった対策は、FCTC 第８条の実施につながるものです。日本を含む締

約国は、「屋内の職場、公共の輸送機関、屋内の公衆の集まる場（public 

places）及び適当な場合には他の公衆の集まる場（public places）における

たばこの煙にさらされることからの保護を定める効果的な立法上、執行上、

行政上又は他の措置」の実施を義務づけられています。第８条の実施のため
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のガイドラインは、日本を含む締約国により、2008 年に採択されました。ガ

イドラインでは、第８条が示す義務について、「すべての屋内の公衆の集まる

場（public places）、すべての屋内の職場、すべての公共輸送機関、場合に

よってはその他の（屋内または半屋内の）公衆の集まる場（public places）

が二次喫煙の煙にさらされないようにすることによって万人に普遍的な保護

を与える義務」とされています。 

 

また、高所得国であっても低・中所得国であっても、たばこフリーという

政策は、レストランやバーなどにマイナスの影響はないとされていることに

ついても留意が必要です。実際、たばこフリーという政策は、経営にプラス

の影響をもたらすこともあります。WHOとアメリカの国立がん研究所が出した、

最新の「たばことたばこ対策の経済学に関する報告書」でも詳細が記述され

ていますが、（公衆の集まる場（public places）での）喫煙を禁止する法律

は、売り上げ、雇用、店舗数に、平均的にはマイナスの影響を与えないとさ

れています。 

 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会で、長い伝統であるタ

バコフリーという政策を維持するよう、要請します。特に、屋内の公衆の集

まる場（public places）での喫煙の完全禁止を全国レベルで実施するよう要

請します。 

 

熟慮に熟慮を重ねたことを、どうか受け止めてください。 

 

敬具 

事務局長 マーガレット・チャン 

 

（※下線は厚生労働省による） 






